
積算資料電子版Ｑ＆Ａ および 用語集 

 

Ⅰ．Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ．パソコンのスペックやソフトなど動作環境について教えて下さい。 

Ａ．動作環境は以下の URLからご確認ください 

     https://book.zai-keicho.or.jp/Documents/pdf/denshi-ban/denshi_env.html 

 

Ｑ．画面表示がおかしい（画面にシステム画面が表示しきれていない）ことがありま

すがシステム運用上の画面設定がありますか。 

Ａ．画面解像度を 1280×800 の設定値に合わせて下さい。また、各種ツールバーをイ

ンストールしていると、表示幅が少なくなることがあります。全画面表示にする

場合はＦ11 キーで切り替えが可能です。 

 

Ｑ．書類が届いて利用開始するにあたって、まずは何をすればよいのでしょうか。 

Ａ．積算資料電子版のログインページにアクセスし、[契約者メニュー］から契約者 ID、

契約者パスワードでログイン後、①契約者パスワードの変更、②ユーザーID の作

成を行ってください。次に作成したユーザーID で[積算資料の検索・閲覧]にログ

インして頂ければサービスの利用が開始できます。  

 

Ｑ．契約者 IDとユーザーIDの違いはなんでしょうか。 

Ａ．契約者 ID（変更不可）は、ユーザー情報の登録管理を行うための IDです。ユーザ

ーID（変更可）は、電子版検索サービスや電子書籍閲覧サービスを利用するとき

に必要となります。サービス利用の際は、契約者 ID、ユーザーID、ユーザーパス

ワードの入力が必要です。  

 

Ｑ．ユーザーID とは何でしょうか。 

Ａ． 積算資料電子版の内容を閲覧するために必要な ID です。契約者側（契約者 ID、

契約者パスワードを使用してログイン）で設定する必要があります。 

 

Ｑ．ユーザーID の登録はどのようにするのでしょうか。  

Ａ．契約者（または管理者）の方が[契約者メニュー］からユーザーIDとユーザーパス

ワードを登録します。 

 

 

https://book.zai-keicho.or.jp/Documents/pdf/denshi-ban/denshi_env.html


Ｑ．利用していない ID でログインしようとすると、「入力されたユーザーID は現在利

用中です」となります。 

Ａ．前回、利用を終了したときに、システム側で終了したことを認識していない可能

性が大です。強制ログアウトしてログインしてください。（ログアウトさせる前に、

同一 IDを使用している利用者がいないがご確認お願いします）。 

 

Ｑ．電子版を操作するときに使用できないキー操作はありますか。 

Ａ．ブラウザの戻るボタン（  ）や Backspaceキーは使用しないでください。 

 

Ｑ．積算資料電子版を終了させる場合の注意点はありますか。 

Ａ．必ずログアウトボタンをクリックしてシステムを終了してください。 

 

Ｑ．新しい号数はいつから閲覧できますか。  

Ａ．号数の前月 18 日、午前 10 時から閲覧可能です。18 日が土曜、日曜、祝祭日の場

合は前後の営業日となります。 

 

Ｑ．リスト出力した PDFファイルを自由に加工できますか。 

Ａ．リスト出力した PDF ファイルは、印刷及び一部注釈（マーキング、コメント入力

等）のみ可能です。 

 

Ｑ．ブラウザから複数起動することは可能でしょうか。  

Ａ．Microsoft Edge等ブラウザの新規ウィンドウによる、積算資料電子版システムの

複数起動、または、一台のパソコンから複数 IDを利用してのシステム起動は、正

常に動作しませんのでご注意ください。 

 



Ｑ．ダウンロード点数の管理はどのようにしていますか。  

Ａ．契約（１年）毎の管理となります。たとえば①2015年４月号～2016年３月号と②

2016 年４月号～2017 年３月号までの契約をした場合、契約毎にそれぞれ 6000 点

まで単価のダウンロードが可能です。 

 

         契   約   ①       契   約   ② 

2015           2016 2016           2017 

4月号          3月号 4月号          3月号 

 

     2015 年４月号～2016年３月号の   2016年４月号～2017年３月号の 

    ダウンロード点数が 6000点まで可能 ダウンロード点数が 6000点まで可能 

 

  契約①の号数（2015年 4月号～2016年 3月号）にて、3500点の単価をダウンロー

ドした場合は、さらに 2015 年 4 月号～2016 年 3 月号の中で、2500 点単価をダウ

ンロードすることが可能です。同じように、契約②の号数でダウンロードした点

数が 6000点に達していなければ、6000点から、すでにダウンロードした点数の残

りを 2016年 4月号～2017年 3月号の中でダウンロードすることが可能です。 

 

         契   約   ①       契   約   ② 

2015           2016 2016           2017 

4月号          3月号 4月号          3月号 

 

     2015 年４月号～2016年３月号の   2016年４月号～2017 年３月号の 

     ダウンロード数が 3500点の場合   ダウンロード数が 1500点の場合 

    →  6000-3500＝2500 点      →6000-1500＝4500 点 

       ダウンロードが可能        ダウンロードが可能 

 

 

 



Ⅱ．用語集              

 

・一覧表示とは 

ユーザーが検索したい都市を指定して、掲載価格を一覧で表示する機能です。 

 

・抽出表示とは 

ユーザーが指定した検索条件（都市・調査段階・取引区分等）に合った掲載価格の

み抽出して表示する機能です。 

 

・リスト出力とは 

検索結果を一覧表形式でＰＤＦファイルに保存および印刷する機能です。同時に、

該当する刊行物の掲載頁のＰＤＦファイルを保存および印刷することができます。 

 

・データ保存（エクセル出力）とは 

検索結果をデータ保存件数の制限を超えない範囲で、エクセルファイルに保存する

機能です。（価格データを保存する場合は、契約により保存件数に上限がございます） 

 

・マイデータとは 

積算資料電子版では、検索結果を保存したエクセルファイル（価格データや規格デ

ータ）を「マイデータ」と呼びます。 

 

・調査段階とは 

資材の流通経路図の中で、当会が価格調査を行っているポイントを表します。 

 

・取引数量とは 

同一の都市・調査段階の取引において、一般的に標準とされる取引数量や取引金額

を表します。 

 

・荷渡し場所とは 

資材の引き渡しを行う場所を表します（基本は、都市内現場持込み（運賃・荷卸込

み））。 

 

・価格の適用とは 

掲載価格の適用範囲に関する情報を表します。 

 

 



・注記とは 

掲載価格に関する注意事項を表します。 

 

・地場資材とは 

積算資料電子版では、生コンクリート・骨材・アスファルト混合物を「地場資材」

として区分します。 

 

・都市別価格とは 

限定した都市のみに適用できる価格を表します。 

 

・地区別価格とは 

各地区に属する都道府県庁所在地およびそれに準ずる都市で適用できる価格を表し

ます。各地区区分は、次のとおりです。 

北海道：北海道 

東 北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

関 東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野 

北 陸：新潟、富山、石川、福井 

中 部：岐阜、静岡、愛知、三重 

近 畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中 国：鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四 国：徳島、香川、愛媛、高知 

九 州：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

沖 縄：沖縄 

※一部の資材で適用される地区区分は、次のとおりです。 

関東Ⅰ：上記関東から長野を除く 

北陸Ⅰ：上記北陸から福井を除く 

近畿Ⅰ：上記近畿に福井を含む 

 

・全国価格とは 

全国の都道府県庁所在地およびそれに準ずる都市で適用できる価格を表します。 

  全国価格の区分は次のとおりです。 

全 国：47 都道府県 

全国Ⅰ：北海道、沖縄を除く 45 都府県 

全国Ⅱ：沖縄を除く 46 都道府県 

本 州：北海道、四国、九州、沖縄を除く 34 都府県 

 



・「－」（価格表示）とは 

「流通無し（当該地区において取引実例がない場合や、流通していない場合）」 の

価格を表します。 

 

・「･･･」（価格表示）とは 

「資料無しまたは不明（サンプル数が十分得られない場合や、取引実例の確認が

できない場合）」の価格を表します。 

 

 

 

「積算資料 電子版」は、一般財団法人 経済調査会が開発し提供するもので、そのシス

テム、データ、画面表示様式、出力様式、マニュアル等に関する知的財産権その他の権利

は、当会が保有しています。この使用に際しては、『経済調査会 電子商品の利用条件』に

基づくものとします。 

 

 

一般財団法人 経済調査会 

 


